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年 アジア・オセアニア ヨーロッパ アメリカ 日本















































































































ころ、9 月 1 日午前 11 時 58 分、関東大震災が発
生した。翌 9 月 2 日、再度、山本、後藤の会談が
あり、後藤は、即時、入閣を決断。内務大臣を引
































































































































































































































































































立（1919-1945 年の約 25 年間）（2）災害対策制度
の確立（1946-1965 年の 20 年間）（3）新都市計画







戦後、国は 1945 年 12 月 30 日に「戦災地復興計
画基本方針」を閣議決定し、翌 1946 年に特別都市
計画法（昭和 21 年 9 月 11 日法律第 19 号）を制










































































　注： 昭和 22 年 7 月 29 日、総理庁告示第 24 号……鹿児島県鹿屋市
 昭和 23 年 5 月 8 日、総理庁告示第 82 号……静岡県袖師町（現・静岡市）、有度村（現・静岡市）、飯田村（現・浜松市）


























































































1946 年 9 月 11 日 特別都市計画法（（戦災復興都市計画）
1947 年 4 月 20 日 飯田大火 長野県飯田市で煙突の飛び火から大火。48 万 1985m2 焼失 3742 戸焼失
4 月 29 日 那珂湊大火 茨城県那珂郡那珂湊町（現在のひたちなか市）。町内の明神町
から出火し、町の半分 8 万 451m2 を焼失。6 人負傷 1508 戸焼失
1948 年 6 月 28 日 福井地震 福井市、丸岡町など大火。3769 人死亡 3851 戸焼失
1949 年 2 月 20 日 能代大火 秋田県能代市で、作業場ストーブの残り火から出火。21 万
411m2 焼失。3 人焼死。874 人負傷 2238 戸焼失
1950 年 4 月 13 日 熱海大火 たばこの火がガソリンに引火。14 万 1900m2 焼失。3277 人負傷 1461 戸焼失
5 月 24 日 建築基準法（前身は市街地建築物法）
1952 年 4 月 17 日 鳥取大火 延焼。旧市街地の 3 分の 2 に当たる 44 万 9295m2 を焼き尽く
した。死者 3 人。負傷 3963 人 7240 戸焼失
5 月 31 日 耐火建築物促進法
1954 年 5 月 20 日 土地区画整理法
9 月 26 日 岩内大火 洞爺丸台風の襲来時、西口アパートから出火。市街の 8 割、32
万 1311m2 が焼失。死者 33 人、負傷 551 人 3299 戸焼失
1955 年 12 月 3 日 名瀬大火 鹿児島県名瀬市（現奄美市）で、たばこの吸い殻から出火。6
万 5997m2 を焼失 1361 戸焼失
1956 年 3 月 20 日 能代大火 秋田県能代市で、七輪の残り火の不始末から出火。17 万
8933m2 を焼失。19 人負傷 1475 戸焼失
4 月 20 日 都市公園法
4 月 26 日 首都圏整備法
8 月 18 日 大館大火 秋田県大館市の駅前旅館から出火、台風 9 号通過後のフェーン
現象による強風にあおられて燃え広がり、中心市街地の大町一
帯 15 万 6984m2 を焼失。16 人けが
1344 戸焼失
9 月 10 日 魚津大火 富山県魚津市の繁華街で大火。17 万 5966㎡を焼失。死者 5
人。負傷者 170 人 1677 戸焼失
1958 年 12 月 27 日 古仁屋大火 鹿児島県瀬戸内町でマーケットの七輪から出火。建物 6 万
6314m2、林野 600ha を焼失。48 人負傷 1628 戸焼失
1960 年 5 月 17 日 住宅地区改良法
1961 年 5 月 29 日 三陸大火 岩手県新里村二又山の炭焼き小屋から発生した火事は、折か
らの強風にあおられ宮古・下閉伊地区に燃え広がり、建物 5 万
3047m2、山林 4 万 366ha を焼いた。死者 5 人、負傷者 97 人
1062 戸焼失
11 月 7 日 宅地造成等規制法
1963 年 7 月 11 日 新住宅市街地開発法（複合都市機能を持ったニュータウンづく
りが本格化）
1966 年 6 月 30 日 首都圏近郊緑地保全法
1968 年 6 月 15 日 都市計画法（新）
1969 年 6 月 3 日 都市再開発法
1972 年 日本列島改造論
1973 年 9 月 1 日 都市緑地法（制定時は都市緑地保全法）
1974 年 6 月 1 日 生産緑地法
6 月 25 日 国土利用計画法
1976 年 10 月 29 日 酒田大火 山形県酒田市の映画館から出火、風速 12m を越える西風にあ
おられ、市街地中心部を焼く大火となった。15 万 2105m2 を焼















が消火されたのは翌 30 日の朝 5 時であった。
この火災による被害は、死者 1 人（消防職員）、
焼失家屋数 1774 棟、罹災世帯数 1023 世帯、罹災
者数 3300 人。焼失面積は 22 .5ha に及んだ。

































































































































































年月日 発言者 発言要旨 場面
昭和 36（1961）年
9 月 16 日 第 2 室戸台風。死者 194 人。全半壊 6 万 2000 戸
































10 月 27 日 ※社会党より「被災者援護法案」が衆議院に提出されたが、審議未了となる
11 月 15 日 ※災害対策基本法公布。翌年 7 月 2 日施行
昭和 40（1965）年

























年月日 発言者 発言要旨 場面






※ 昭和 41 年 2 月、社会党より「被災者援護法案」提案される。10 月 1 日に社会党国対委員長、災害対策特別
委員長名で「個人救済に万全の措置を講じる」よう総務長官に申し入れ
昭和 42（1967）年


















7 月 7 日 ※ 7 月豪雨、新潟、山形地方等の集中豪雨（羽越水害）、西日本の干ばつ
10 月 6 日 ※衆院災害対策特別委員会、基本問題小委員会を設け「災害対策要綱案」まとめる
◆被災者援護対策
・見舞金 = 住居・家財の全部滅失 5 万円以内▽半壊程度 2 万円以内
・葬祭料 = 死者一人につき 3 万円以内
（上記の財源：市町村、都道府県、国 1/3 ずつ）
・援護資金（貸し付け）=20 万円限度（償還期間 2 年据え置き、10 年以内：無利子、無担保）
･ 援護資金の財源：市町村の起債（国が全額引き受け、利子補給）






















年月日 発言者 発言要旨 場面
















6 月 16 日 公明党から「国民災害共済制度要綱」が発表される

























・ 死亡見舞金 100 万円・障害見舞金 100 万円を限度に障害の程度に応じて定める・傷病見舞金 50
万円を限度に程度に応じて定める













































年月日 発言者 発言要旨 場面



















※ ｢個人災害共済制度要綱案」は基本的問題に突き当たり、結局、任意加入方式でさらに 1 年間検討すること
になる
昭和 47（1972）年




3 月 3 日の第 7 回小委員会で天野光晴小委員長（自民）から提示された私案を基礎に「災害弔慰
金構想案」が決議され、災害対策特別委員会に報告される
10 月 26 日 政府、各省庁連絡会議を開催し、「市町村災害弔慰金補助制度要綱」を決定
昭和 48（1973）年
7 月 13 日
自民党の「個人災害制度小委員会」が「災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付に関する法
律案」をまとめ、各党と共同提案することに








襲われた同県日野町は、実に全 1575 世帯の 96％
が何らかの被害を受けた。「地域のコミュニティ
は守れるのか」。誰しもが人口の流失を懸念して
いた震災からわずか 11 日後の 10 月 17 日、住宅の








































































































表 6 被災者生活再建支援法（1998 年 5 月 22日交付）をめぐる動き
日付 経緯
1991 年 6 月 3 日 雲仙普賢岳で大火砕流発生
1994 年 2 月 18 日 災害対策基本法の改善点を検討していた日本弁護士連合会が、被災者個人への損失補償制度の創設など 5 項目の提言を柱とする意見書まとめる
1995 年 1 月 17 日 阪神 ･ 淡路大震災発生
1995 年 10 月 17 日 兵庫県が兵庫県政学会で「住宅地震災害共済保険制度」を提唱、全国に向け公表
1996 年 5 月 29 日 作家の小田実氏らが「生活再建援助法案」を発表。生活基盤回復援助金として最高 500 万円の支給を盛り込む




1996 年 9 月 26 日 小田実氏ら市民グループが市民立法による公的支援の実現をめざす「市民 = 議員立法実現推進本部」を設置
1997 年 2 月 20 日 「国民会議」が橋本首相に約 2400 万人（最終署名 2485 万 8964 人）分の署名を提出
1997 年 7 月 17 日 全国知事会が自民答案の基礎となる「災害相互支援基金制度」の創設を政府に求めることを決議




1998 年 11 月 16 日 被災者生活再建支援法、被災者生活再建支援法試行令、同試行規則、同日から試行。阪神・淡路大震災被災地への行政措置も 11 月から支給開始
1998 年 12 月 21 日
全国知事会、被災者生活再建支援基金への拠出金は 600 億円とする。H11（1999）年度に
300 億円、H16（2004）年度に 300 億円拠出。拠出額の 20% は均等割、80% は世帯数によ
り按分
2000 年 10 月 6 日 鳥取県西部地震
2000 年 10 月 17 日 片山善博鳥取県知事、地震で被災した住宅の再建に補助金（最高 300 万円：県 1/2、市町村 1/4、本人 1/4）を支給する考えを表明
2004 年 4 月 1 日 居住安定支援制度スタート（対象が大規模半壊世帯まで広げられ、住宅の解体撤去費、ローン利子等の居住関係経費にまで拡大された）


































































年 5 月 2 日制定）
支援金見込額 :　4400 億円
▽国　（8 割） 3520 億円 （被災者生活再建支援法の特例措置）



































































































































































③復興国家主義　2012 年 9 月 9 日、NHK	は報
道番組「シリーズ東日本大震災」で、復興増税を







































































































































































の廃炉事業だろう。2017 年 5 月に成立した原子力
損害賠償・廃炉等支援機構法の一部を改正する法
律により創設された廃炉等積立金制度に基づき、

































































































































































































































































































































































































































































































































主なできごと 災害 統治的復興 市民的復興
戦前



























































1957‒58 昭和 32‒33 年 なべ底不況 1957.7 諫早豪雨災害




1960.12 昭和 35 年 国民所得倍増計画 1959.9 伊勢湾台風 防災の日（60）













主なできごと 災害 統治的復興 市民的復興
1962 1961.9 第 2 室戸台風 激甚法（62）
1962-64 オリンピック景気 1963.1 38 豪雪






1965 昭和 40 年 四十年不況（証券不況）






1968 昭和 43 年 GNP 世界第 2 位へ 1968.5 十勝沖地震 新都市計画法












1972.6 昭和 47 年 日本列島改造論 1972.7













1974 昭和 49 年 マイナス成長、戦後初
1975 昭和 50 年 赤字国債発行
































主なできごと 災害 統治的復興 市民的復興
1989.4 平成元年 消費税実施 =3%
1989.12 東西冷戦終結




1991 平成 3 年 バブル経済崩壊
低成長期
1991 平成 3 年 失われた 20 年 1991.6.3 雲仙・普賢岳大火砕流 食事供与事業
1993.7.12 北海道南西沖地震
1994.6 平成 6 年 自社さ政権誕生





















1998.1 平成 10 年
日本長期信用銀行を一
時国有化


























































主なできごと 災害 統治的復興 市民的復興
2000.7 平成 12 年 「そごう」が破綻 2000.10.6 鳥取県西部地震
鳥取県住宅再
建支援金
2001.3 平成 13 年
日銀が量的緩和政策
へ、聖域なき構造改革
2002.11 平成 14 年 総合デフレ対策
2005 平成 17 年 人口減少時代に突入 2004.10.23 新潟県中越地震
創造的復旧の
提唱












2008.9 平成 20 年 リーマンショック 2008.6.14 岩手・宮城内陸地震
2008 末 平成 20 年 年越し派遣村話題に











2012.12 平成 24 年
自民党政権。アベノミ
クス
2014.4 平成 26 年
消費増税 5% から 8%
に












りがわかる本』彰国社、pp .	045‒047､ 2011 年。
井上琢智「復興とは『人間の復興』である─ボランティ
アの根底にあるもの」（財）日立みらい財団『犯罪





























後 藤 新 平 ゆ か り の 人 々　 ビ ー ア ド（Charles	Austin	
Beard）、奥州市立後藤新兵記館、http://www .










































 Shinpei (1857–1929), Home Minister at the time of the 
Great Kanto Earthquake of 1923, adopted the term fukko– to describe recovery 
and reconstruction from a disaster, victims of disasters have been left behind in 
the process of reconstruction and their needs forced into the framework of “poor 
relief.” Reconstruction as envisioned by the government, whether it is “spatial 
reconstruction” (ku– kan fukko– ; reconstruction of urban space) or “creative 
reconstruction” (so–zo–teki fukko–; reconstruction taking into account structural 
reforms of society, culture, and industry), has been seen as national and urban 
“renaissance” (rebirth), not “restart” for disaster victims. Governance-based 
reconstruction places the priority of recovery policy upon maximization of 
social values transcending individuals’ values. It all too often treats the 
number of victims simply as indicating the scale of a disaster and submerges 
individual sufferers’ grief and sadness under the vague term of “feelings of 
recovery.” Following the 1923 earthquake, economist FUKUDA Tokuzo–  (1874–
1930) advocated the idea of “human recovery” (ningen fukko–) in an attempt to 
shift the emphasis of reconstruction away from the rulers and closer to 
individual victims. That can be seen as a value shift to individualism in 
recovery as later found in the slogan “recovery to the very last sufferer” upheld 
by the volunteers who helped at the time of the 1995 Kobe earthquake. The 
present article starts by discussing recovery efforts depicted in the Nihon shoki 
(The Chronicles of Japan); it looks at GOTO
–
 Shinpei’s program of reconstruction 
for 1920s Tokyo and traces the trajectory of spatial reconstruction from the 
recovery from World War II up to the Great Sakata Fire of 1976; it follows the 
process by which the principle of “human recovery” matured through the 
individual-based disaster relief bill and the Natural Disaster Victims Relief 
Law. Finally, it analyzes the relationship between “creative reconstruction,” 
born out of the deflation-led recession, and neo-liberalism. The article lays out 
ways for building feasible policies and institutions so that “human 
reconstruction” does not end up being merely an idea.
Shigeki Yamanaka
Genealogy of Disaster Recovery from the 
Viewpoint of Changing Principles:  
A Structural Analysis of “Individualism” 
versus “Collectivism” in Reconstruction
37
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